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有明海における潮汐・潮流減少の原因について
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Decrease in Tide and Tidal Cu皿ent in Ariake Bay
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     †E－mail of corresponding author：如oz召舶＠θθ5ム孟ア召訪召一肱ao〃

  There has been much discussion about the cause of the decrease hl M2 tidal amplitude that has

resulted fでom the reclamatioll of Isahaya Bay in Ariake Bay． As it has not been clarified yet， we tried

to solve this problem using two approaches：（1）by analyzing observational data at tide stations near

Ariake Bay and（2）by numerical calculations using a three・dimensiollal variable mesh model．

Applying these two approaches to tidal amplitude at three stations ill Ariake Bay from 1981to 2001，

it was shown that the 25％decrease in M2 tidal ampIitude at Oura from 1981 to 2001is caused by the

Isahaya dike， and the remaining 75％decrease is caused by the attenuation of tide in the East－China

Sea． This conclusion is ver遁ed by both approaches． Although the decrease of tidal amplitude in

Ariake Bay responds linear to the external effbcts， the tidal amplitude changes caused by intemal

ef農｝cts such as the Isahaya dike depend on the location；that is， there is a decrease at Oura， no

change at Misumi and an increase at K：uchinotsu． This is explained by the change in the tidal

oscillation pattern in Ariake Bay due to the reclamation of Isahaya Bay．
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 1．緒  言

 ここ数年，有明海の潮汐・潮流の変化が関心を集め

てきた．宇野木（2002）は，有明海周辺の検潮所のデー

タを解析した結果，1988年頃から顕著となった有明海

内部のM2潮汐振幅減少の要因に対して，諌早湾干拓事

業の影響が65％，外海の潮汐減少の影響が35％である

と述べている．一方，塚本・柳（2002）は，移動境界を

考慮した2次元潮汐モデルによって1985年と1999年の

潮汐・潮流を計算し，大浦におけるM2振幅の比較から

諫早湾干拓事業の影響は10％～20％であると結論した．

数値計算による検討例は灘岡・花田（2002）をはじめ他

にも幾つかあるが，未だ一致した見解には達していな

い．

 本研究では，有明海周辺検潮所における観測値と数

値計算の両方で，1981年～2001年の有明海でのM2潮

汐振幅減少の原因を定性的，定量的に明らかにした．

また，潮流の変化についても考察した．

 2．潮汐観測値の解析
 2．1調和解析
 有明海周辺の8つの検潮所（：Fig．1）における1968年

～2002年のデータについて369日間の毎時潮位記録を

用いて，これを移動平均のように10日間ずつ解析期間

をずらしながら最小自乗法により28分潮に対する調

和解析を行った．諫早湾干拓事業による潮汐への影響

をみるために有明海内部の検潮所として大浦，三角，

口之津および有明海外部として阿久根，長崎，佐世保，

福江，枕崎をとり，1981年と2001年のそれぞれ前後1

年，計3年間のM2潮汐振幅の平均値を求めTable 1に示

す．Table 1では，81年と01年におけるM2潮汐振幅の

減少量と減少率（％）および平均水位の上昇量につい

ても示す．

＊1大気海洋環境システム学専攻修士課程
 （現 三菱重工業株式会社長崎造船所）

＊2流体環境理工学部門

 2．2実海域でのM2潮汐振幅

 実海域での潮汐は月軌道の昇交点による18．6年周期

の変動ノの影響を受けて干満運動している．Fig．2は，

M2潮汐に対するアの変化を示したものであり，」㌦、
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Fig．1， Locations of tide gauge stations in and out of
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   related to lunar nodical cycle（18．6 years）fbr

   M2 tidal constituent．

1為ble l Vadations of M2 tidal amphtude and mean sea level at

1he stations in and out of A由ke Sea丘om 1981 to 2001．

Ampli． in

@ 1981

@ （cm）

Ampli．

奄?2001

icm）

Decrease
@ （cm）

Decrease

@ ratio

@ （％）

Sea level

@ rise

@ （cm）

Oura 156．1 150．9 5．2 3．3 9．1

Misumi 122．1 119．2 2．9 2．4 10．0

Kuchinotsu 101．3 99．7 1．6 1．6 8．0

Akune 80．3 79．3 1．0 1．3 5．5

INagasaki 84．2 81．7 2．5 3．0 6．3

Sasebo 85．0 82．7 2．3 2．7 5．6

Fu㎞e 78．8 76．8 2．0 2．5 5．4

Makurazaki 71．6 69．9 1．7 2．4 8．0

は0．963～1．038程度で変化する．この影響によって，

例えば大浦における実海域の潮汐振幅は10cm程度変

動するが，この変化量はTable 1における大浦での
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Fig 3・C・∬・1・ti…fん2・HM2 b・㈱en F・k・e and（・）

Oura，（b）Misumi and（c）Kuchinotsu．

1981年から2001年間の潮汐振幅減少量5．2cmよりも

大きいことに注意しなければならない．つまり，大浦

における玩×H砺は・外海からの外的な影響と有明

海内部の地形変化などの内的な影響によるM2潮汐振

    減少量以上の変動を18．6年周期で遂げている幅11  M2
ことになる．武岡（2003）は，このことを指摘した．

 そこで，本研究では外海の潮汐振幅変化の代表点と

して福江を選び，各検潮所とのノM、×HM、の相関を

調べた（：Fig．3）．ん×H〃とする理由は，相関を調
                  
べる際に，アM、を含めるほうが観測値の変動幅が大き
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くなり観測値に含まれる種々のノイズの影響を小さく

出来るためである．ここでは，諌早干拓事業の影響を

みるために，堤防建設工事が始まる以前の1987年まで

の観測値とそれ以降の観測値とに分けて解析を行った．

結果は，両方ともほぼ線形とみなせるので，それぞれ

最小自乗法によって近似直線を引いた．

 Table 1において，福江では1981年から2001年分か

けてHM、は2．Ocm減少しているが，これは東シナ海全

体の潮汐振幅減少と考えられる．この影響は，大浦で

はどのようになるのであろうか．Fig。3の近似直線に

よれば，大浦では1987年までの観測値からは3．9cmの

減少に相当すると推算される．ところが，実際の大浦

での減少は5．2cmであることから，大浦でのM2潮汐振

幅減少の75％（＝3．9cm／52cm）程度が有明海外部要因，

残り25％（＝1．3cm15．2cm）程度が有明海内部要因であ

ると推算される．なお，1988年以降の観測値から

は3．5cmとなるが，この値は堤防工事中の過渡的な影

響と完工後の影響を含んでいるので，参考値と考える．

ただし，2つの近似直線の傾きは外海の潮汐振幅に対す

る大浦での増幅率を表しており，堤防締切り後の近似

直線の傾きが小さくなっていることから大浦における

増幅率が減少したということがわかる．

 三角および口之津についても同様な解析を行い，そ

の結果をTable 2に示す．三角では，近似直線から推定

された潮汐振幅減少値と観測値は一致した．つまり，

三角での観測値は有明海の外部影響によって100％説

明でき，内部要因はゼロとみなせる．また，口之津に

ついては，潮汐振幅減少の推定値の方が観測値よりも

大きくなっているので，内部要因によって潮汐振幅は

増大したと解釈すべきであるということになる．

 以上をまとめると，潮汐観測値に基づく有明海の潮

汐振幅変化の内部要因は，場所によって異なっており、

大浦では1．3cm（25％）の減少，三角では0，口之津では

0．7cm（44回目の増大となっているという結論になる．

 3．数値シミュレーション概要と計算ケース

 本研究では，日本造船学会海洋環境研究委員会

（2003）に所属するグループによって開発され，インタ

ーネット上で公開されているMECモデルを用いた．移

動境界を有するMECモデルのバリアブルメッシュモ

デル（3次元z座標レベル，静水圧近似，不等間隔格子）

を使用してTable 2の結果と比較する． Fig．4に計算領

域と格子幅を示す．1の領域は150mの等間隔格子， H

はVariable格子，皿は500mの等間隔格子である．総格

子数は252×249×15（層数）である．鉛直方向最下層の

レベル設定については，Adcroft et al．（1997）の

Partial Stepを導入し，早崎瀬戸で水平格子を150m

にまで細かくし，かつ隣…り合う格子の鉛直方向段差が

Tab］e 2． Estimated outer and i皿e士ef［ect of decay of M2 tidal

amplitude at the stations in of Ariake Sea based on data of

observations． ▲ denotes negative sign）

一1987

icm）

1988一

icm）

Actual

р?モ≠凵

icm）

Inner

?ｿect

icm）

Outer

?ｿect

i％）

Effect by

@ dike

Oura ▲3．9 ▲3．5 ▲5．2 ▲1．3 75 decrease

Misumi ▲2．9 ▲2．8 ▲2．9 ▲0．0 100 non

Kuchinotsu ▲23 ▲2．5 ▲1．6 十〇．7 144 increase
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meshes and observed M2 tidal amplitude（a）and phase

（b）at stations in Ariake Sea in 1981・

一一 冝cFu11 Step

500・500m mesh

301ayers

一一 ｢・一Partial

 250・500m mesh

 301ayers

一・ 梭黶E・Partia1

 150・500m mesh

 301ayers

一一Z一一PartiaI

 150・500皿mesh
 151ayers

なるべく2層以上開かないようにすることで，湾内全域

の振幅・位相両方をかなり高精度に再現することに成

功した．なお，Partial Stepとは，海底地形をなるべ
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丁乞b置e3， Calculation cases and amplitude at open boundar）へ

Case Tbpography and sea level

Ampli． at open boundary

@ 【No賃h－Sout血】（m）

1 1981 0．87『0．845

2 Case 1＋Isahaya dike 0．87『0．845

3 Case 1＋Kumamoto new port 0．87－0，845

4 Case 1＋Sea leve1πise（10cm） 0．87－0，845

5 1981 0，845－0．82

6 2001 0，845－0．82

く忠実に表現するために最下層の層厚を海底地形に合

わせて可変とする技法である．：Fig．5は，最終的に満

足しうる結果を得るまでに行った予備計算結果をまと

めたものであるが，特に位相差の変化からPartial

Step，早崎瀬戸での格子幅，鉛直方向層数のいずれも

が重要であることが分かる．

 本研究では，有明海の潮汐・潮流変化の原因として，

農水省「有明海ノリ不作等対策関係調査検討委員会」

において指摘され、定性的な議論はなされたが定量的

には未検討なもののうち、今回の数値計算によって検

討可能なものを対象とした．1981年の有明海を基準

（Case 1）とし，諌早湾干拓事業（締め切り海域面積

約3，550ha）を考慮する場合をCase 2，熊本新港事業（埋

め立て面積約40ha）をCase 3，10cmの平均水位上昇を

Case 4，外海（開境界）での潮汐振幅減少をCase 5と

して個別に考慮した場合と，2001年におけるCase 2か

らCase 5までを考慮した場合をCase 6として計算を

行った．それらの計算ケースをTable 3に示す．1981

年の開境界における潮汐振幅の値は，Case 1の大浦で

81年の観測値と一致するように，2001年の値は，潮汐

観測値の解析結果から得られたように，諌早堤防がな

ければ大浦で3．9cm減少するようにCase 5で定めた．

位相については，明治年間のものではあるが潮汐調和

定数表（海上保安庁，1992）より，北側で樺島水道（位

相229度），南側で崎津（位相224度）の値から補間した．
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Fig．6． Calculated and observed M2 tidal amplitude at（a）Oura，

（b）Misumi and（c）Kuchinotsu．

Table 4 Calculated and observed M2 tidal amplitude at（a）Oura，（b）

Misumi and（c）Kuchinotsu。（▲denotes negative sign）

            （a）Oura

Cal． case No． 1 2 3 4 5 6

CaL（cm） 156．1 154．9 156．0 156．1 152．2 151．0

Cal． variation（cm） ・
▲1．2 ▲0．1 0 ▲3．9 ▲5．1

ratio（％） o 24％ 2％ 0％ 76％ 一

Obs．（cm） 156．1 一 帽 一 一 150．9

Obs． variation（cm） ● “ o 一
＊▲3．9 ▲5．2

＊estimated value from analysis of Obs。

（b）Misumi

Cal． case No． 1 2 3 ’4 5 6

Cal．（cm） 126．0． 126．1 126．0 126．1 123．0 123．0

CaL variation（cm） 一
0．1 0 0．1 ▲3．0 ▲3．0

ratio（％）
一 ．3％ 0％ 一3％ 100％ ，

Ob＆（cm） 122．1 一 o 一 噛 119．2

Obs． variation（cm） 一 一 一 ■
＊▲2．9 ▲2．9

＊estimated value from analysis of Obs．

（c）Kuchinotsu

 4．計算結果および観測値との比較検討

 Fig．6およびTable 4は大浦，三角，口之津における

M2潮汐振幅の観測値と各ケースにおける計算値との

比較を図と表で示す．：Fig．6の図中左から1981年観測

値，2001年観測値，Case 1～Case 6の計算値である．

 まず，Table 4において，大浦の結果を見る． Case 6

の2001年観測値（150．9cm）と計算値（151．Ocm）を比べ

ると誤差は1mmであり，非常に良い精度で一致してい

ることがわかる．なお，前述したが本研究では2001年

Ca1． case No． 1 2 3 4 5 6

Cal。（cm） 103．4 104．0 103．4 1035 100．9 101．5

Cal． variation（cm） 一
0．6 0 0．1 ▲2．5 ▲1．9

ratio（％）
一 一32％ 0％ 一5％ 132％ 一

Obs．（cm） 101．3 一 一 一 噛 99．7

Obs． variation（cm） 一 一 一 冒
＊▲2。3 ▲1．6

＊estimated value from analysis of Obs．
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の開境界における潮汐振幅としては，Table 3に示した

値を用いている．

 各要因の占める割合は，計算された減少量5．1Clnに

対して諫早堤防24％，熊本新港0．1％，平均水位上昇0％，

外海要因76％である．この結果は潮汐観測値から求め

たTaUe 2と比較するとほぼ完全に一致する．

 次に，三角については，1981年の観測値（122．1cm）

と計算値（126．Ocm）を比較すると3．9cm，2001年につい

ては3．8cm共に計算値の方が大きくなった．これは，

1981年の開境界における潮汐振幅の値を大浦での観

測値に合うように定めたことによる計算誤差であり，

その原因としては三角検潮所が八代海と通じる瀬戸に

面しているのにもかかわらず八代海を考慮しなかった

ためなどが考えられる．ただし、1981年と2001年の差

をとって求めた潮汐振幅減少量についてば，観測値

（2．9cm）と計算値（3．Ocm）の誤差が0．1cmであることか

ら，内的および外的要因による潮汐特性の変化は精度

よく再現できていると思われる．各要因の占める割合

を見ると，外海要因100％である．これもまたTaUe 2

とほぼ完全に一致する．

 さらに，口之津については，1981年の観測値

（101．3cm）と計算値（103．4cm）を比較する

と2．1cln，2001年については1．8cm共に計算値の方が

大きい．この原因も三角の場合と同様，本モデルの数

値誤差と考えられる．ただし，1981年と2001年の潮汐

振幅減少量の誤差は0．3cmであり大浦・三角と同様に

満足すべき精度であると思われる．各要因の割合は，

計算された減少量1．9cmに対して諌早堤防一32％，熊

本新港0％，平均水位上昇一5％，外海要因132％である．

つまり口之津においては，諌早堤防などの影響で潮汐

振幅は増大したが，その増加量以上に外海での潮汐振

幅減少の影響が大きかったということになる．これも

またTable 2とほぼ一致する．

 以上の結果を明確にするために，：Fig．7に各要因に

よる潮汐振幅の減少率の分布図を示す．単位は％であ

り，基準は1981年（Case 1）の格子点ごとの計算値であ

る．諌早堤防の影響については，三角付近から北側で

は諌早堤防に近いほど潮汐振幅減少率は大きく，逆に

早崎瀬戸付近では増加しているが，早崎瀬戸の外では

ほぼ変化なしとなっている（Fig．7（a））．一方，外海の潮

汐振幅減少の影響については，有明海内の振幅は，全

域で一様に約2．6％減少している（：Fig．7（b））．それらを

単純に重ね合わせた結果は，厳密に計算した結果：Fig．

7（c）とほぼ一致しており，たいへん興味深い．これら

の結果から，潮受け堤防による諌早湾の締切りは，有

明海における潮汐振動パターンの変化となって影響し，

早崎瀬戸付近では潮汐振幅の増加，三角では変化なし，

三角より北部では減少となったものと解釈できる．
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Fig．7． Distdbution of decreasing ratio in M2 tidal

amplitude：（a）due to Isahaya dike and（b）due to Change of

M2 tial amplitude in the East－China Sea；（c）change ffom

1981to 2001．

 Fig．8は1981，2001年の観測値と計算値（Case 1，

Case 6）の位相の比較である．塚本・柳（2002）の計算

結果は，大浦で最大7度程度の位相誤差が生じており，
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Fig．8． Calculated and observed M2 tidal phase at

Kuchinotsu， Misumi and Oura， both in 1981 and 2001．
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このことが最終的な結果に少なからず影響したと思わ

れる．本研究のモデルでは，大浦・多比良・三角では

1981年， 2001年共に誤差1。以内，口之津において

も2。程度であり，潮汐振幅はもちろん，位相および地

形などの変化による湾内の潮汐特性の変化までも正し

く再現できているといえる．

 これらの結果より，宇野木（2002）の解析は口之津で

の観測値を基準にして行われたが，口之津は有明海内

部の地形変化による影響を強く受けており，基準点と

しては適当ではなかったことになる．その結果，諌早

湾干拓事業による影響を過大に見積もったと言える．

 次に，環境問題との関連では潮流に対する影響がよ

り重要である．：Fig．9は各要因によるM2潮流振幅の減

少率の分布図である．基準は1981年（Case 1）の格子点

ごとの計算値である．諌早堤防の影響は，諌早湾内25％

以上，湾中央で5％程度，湾奥でほとんど変化なしとな

った（Fig．9（a））．一方外海の影響は湾内全域ほぼ一律

で2。9％である（：Fig．9（b））．これは，開境界での振幅減

少率と一致する．そして，それらを重ね合わせた結果

は，厳密に計算した：Fig．9（c）とほぼ一致しており，興

味深い．結局，1981年～2001年における有明海の潮流

の変化については，湾奥東部においては6％，湾奥西部

では4％，湾中央では8％程度減少したことになる．

 実海域の潮流については，武岡（2003）の指摘のよう

にノの影響が重要となる．有明海の潮流は，：Fig．9（b）

の結果のように外海の潮汐振幅にほぼ線形に変化する

ことから，ノの効果によって最大3．7％程増減すること

になるが，諌早堤防および外海の潮汐振幅減少によっ

て潮流が4％以上減少した海域については，既に∫の

変動以上の減少が生じていることになる．：Fig．2から

わかるように1g99年以降fは減少を続けており，加え

て内的および外的な要因により有明海の潮流は，ここ

数十年で最も流速が弱まっている状況であることがう

かがえる・また，2006年～2007年にはノは最小値を
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 Fig．9． Distribution of decreasing ratio in M2 tida1

 ㎝πent amplitude：（a）due to Isahaya dike and（b）due

 to change of M2 tidal amplitude in the East－Cbina

 Sea；（c）change from 1981 to 2001．

とることになるので，今後さらに流速が弱くなること

になり，注意が必要である．

 5．結， 言

 1981年～2001年の有明海でのM2潮汐振幅減少につ

いて，観測値と数値計算の両方から，内的および外的

な要因を定量的に評価した．おもな結論は以下の通り

である．
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● 1981年～2001年の大浦でのM2潮汐振幅減少

  5．2cmに対して，諌早湾干拓事業による影響は

  約25％である．残りの75％については，東シナ

  海の潮汐振幅減少に起因し，熊本新港事業およ

  び平均水位上昇の影響は無視しうる．

● 諌早湾干拓事業によるM2潮汐振幅への影響は

  場所により異なっており，大浦では減少、三角

  では変化なし，口之津では増加した．

● 有明海のM2潮流は，干拓事業と外海の潮汐振

  幅減少の影響によってほぼ全域で減少したが，

  諫早湾から有明海中央部ではアによる変動幅

  以上の影響を受けている．また，！の影響

  で2006年～2007年まで，さらに弱くなること

  が予想されるので注意が必要である．
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